
148

＜書評＞

１．問題の所在
地球環境問題は現代国際社会の重要な課題

の一つである。地球環境問題への対応にあ
たって、国家を超える世界政府がないアナー
キーを特徴とする国際社会においては世界各
国による協力が必要不可欠となる。また国家
だけではなく、非政府組織（NGOs）、企業
など多様なアクターによる協力が必要不可欠
となる。

地球環境問題の領域におけるグローバル・
ガバナンスである地球環境ガバナンスは地球
環境問題の国際協力を捉えるうえで重要とな
る１）。グローバル・ガバナンス概念は、国際
関係論におけるリベラリズムの潮流を継承
し、地球環境問題などのグローバルな諸課題
に対して、公私にわたる多様なアクターが多
様な方法で協力するプロセスに注目する２）。
冷戦の終焉により、グローバルな諸課題への
注目が高まったことを背景としてグローバ
ル・ガバナンス論が脚光を浴びるようになっ
た。

地球環境ガバナンスの研究は、地球環境問
題の国際協力に関して、多様なアクターの活
動を含む様々な側面をその射程に含めてい
る。本稿の文脈の中で、地球環境ガバナンス
の研究で重要となるのは、1980年代に注目さ

れた国際関係論における国際レジーム概念で
ある。国際レジームとはクラズナー（Stephen 

D. Krasner）によれば、国際関係の所与の問
題領域におけるアクターの期待が収斂する明
示的ないし暗黙の原則、規範、ルール、意思
決定手続の総体と定義される３）。国際レジー
ムの概念を用いることで、国際関係における
様々な問題領域における国際協力の動態を捉
えるようにできるようになった。

地球環境問題の領域においても国際レジー
ム概念を用いて様々な地球環境問題の国際協
力を考察する研究が国内外で蓄積されるよう
になった。2001年からはマサチューセッツ工
科大学出版局より学術雑誌Global Environ-

mental Politicsが刊行されている。日本でも日
本国際政治学会の機関誌『国際政治』におい
て、2011年刊行の116号では「環境とグロー
バル・ポリティクス」、2023年刊行の208号で
は「SDGsとグローバル・ガバナンス」と題
する特集号となっている。

国際レジーム論による研究では、パワー、
利益、知識といった国際レジーム形成の要因
の考察４）、形成された国際レジームの有効性
に関する考察５）、複数の国際レジームの間の
関係性の考察６）など多岐にわたる論点が提
起されている。
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本稿でとりあげる書籍『有害廃棄物に関す
るグローバル・ガヴァナンスの研究：政策ア
イディアから見たバーゼル条約とその制度的
連関』（以下、本書）はこうした地球環境ガ
バナンスに関する研究の文脈の中に位置付け
られる。以下では本書に基づき、その要点を
示した上で、その意義と課題について言及す
る。

２�．バーゼル条約をめぐる国際レジームの形
成と変容
本書では有害廃棄物の越境移動をめぐる国

際レジームである「有害廃棄物の越境移動の
規制に関するバーゼル条約（以下、バーゼル
条約）」を事例の対象としている。有害廃棄
物の越境移動の問題は、特に先進国が有害廃
棄物を輸出することで途上国において環境破
壊をもたらしている。この問題は、日本では

「公害輸出」と呼ばれている問題であるが、
1980年代に表面化し、国際社会で対応がなさ
れ、1989年にバーゼル条約の採択に至ってい
る。その後、1995年に有害廃棄物の最終処分
目的だけではなく、リサイクル目的の輸出を
禁止する「禁止」修正が採択された。しかし
ながら、「禁止」修正については発効に至っ
ていない。また世界最大の廃棄物排出国であ
るアメリカはバーゼル条約を批准していない
など、「条約の制度的展開はきわめて複雑な
経過をたどっている」と著者は評価している。

序章では、有害廃棄物の越境移動の問題を
グローバリゼーションの文脈の中に位置付け
ている。そして本書の目的を「国際貿易制度
との調整という課題に直面しながら、有害廃
棄物の越境的環境リスクの管理が試みられて
きた、グローバル・ガヴァナンスの制度的展
開の過程」を明らかにすることにあるとして
いる。事例の対象としているバーゼル条約に
ついての先行研究の評価を行い、国内政治過
程との検討が必ずしも十分ではないなど課題
があるとしており、政策アイディアという視
角を通じて理解することを試みることを提起

した。具体的には、事前通告・同意（PIC）
という輸出入国間での有害廃棄物規制の情報
交換を通じて、越境的リスクを管理する考え
方から拡大生産者責任（EPR）の考え方の下、
環境配慮設計や様式を普及させることで越境
的リスクを逓減するガヴァナンスへと制度的
展開がみられるとし、そのことにより、「従
来対立的であった先進国間でも政策の収斂」
がみられるようになったと指摘している。

第１章では本書の分析枠組みについて言及
している。本章では、リアリズム、リベラリ
ズム、コンストラクティヴィズムという国際
政治学における代表的な３つの視角による考
察の意義と限界を踏まえ、「制度間関係とそ
れを解く鍵としての役割を果たしうる政策ア
イディア」という分析視角を提示している。
リアリズムの議論では国際関係を左右する要
因として国家の軍事力や経済力を重視してい
るが、パワーを持つアメリカが主導しえな
かった理由などを説明することができないと
している。リベラリズムの議論では国家が国
益を追求する国際政治において国家間協調に
よるポジティブ・サムな関係の成立可能性に
注目する。バーゼル条約を多くの国が批准し
ているということは、リベラリズムによる説
明は可能である。その一方で、前述の「禁止」
修正について、欧州連合（EU）諸国は批准
している一方で、アメリカなどが批准してい
ないといった状況を説明できないとしてい
る。コンストラクティヴィズムの議論では、
アイディアや規範といった間主観的な理解に
よって構成されるものが、アクターの行動に
影響を与えるという「規範の浸透」に注目す
る。バーゼル条約の成立に際して環境NGOs

が規範を拡める規範起業家として新たな規範
形成を推進したといった点で「規範の浸透」
の側面がある一方で、前述のような「禁止」
修正後のアメリカとEUの対応の違いは「規
範の浸透」では説明ができないとする。

こうした点を踏まえて、本書では前述した
国際レジームなどから構成される制度間の関
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係に注目する制度間の議論に言及している。
本書ではバーゼル条約を扱っているが、地球
環境の問題領域では気候変動問題でのパリ協
定、生物多様性の問題での名古屋議定書など
数多くの国際レジームがあり、複数の国際制
度間での競合や協力といった状況を捉える

「レジーム・コンプレックス」の議論がある。
本書ではそうした「制度間間関係」の議論は
類型論にとどまっており、対立の程度や範囲
についての理解に課題があるとして、政策ア
イディアに注目する必要あるとしている。政
策アイディアとは、アクターが抱く問題の認
識枠組みやアプローチといった着想であり、
世界観、道義的信念、因果的信念などに区分
される。規制的側面と構成的側面を有する政
策アイディアは制度化されることで自律的な
影響力を持つ。本書では前述したPICやEPR

といった政策アイディアがアクターの利益を
表明する政策次元に影響することで、変化を
生じさせる可能性に注目するとしている。

第２章ではPICの政策アイディアが登場し
てくる背景とそれがバーゼル条約に具体化さ
れていく国際交渉の過程を検討している。化
学物質や有害廃棄物などの輸出に際して相手
国に事前に通告し同意をえることを求める
PICという政策アイディアは1998年採択の
ロッテルダム条約に結実するが、DDTといっ
た駆除剤を対象とした化学物質の国際取引の
規制をめぐる議論の中で、具体的に制度化さ
れるようになった。DDTの問題はレイチェ
ル・カーソンの『沈黙の春』の出版を契機と
して広く関心を集めるようになった。UNEP

や経済協力開発機構（OECD）、国連食糧農
業機関（FAO）などの国際機関で議論される
ようになり、国連環境計画（UNEP）とFAO

それぞれでPICを盛り込んだ新しいルールが
策定された。一方、有害廃棄物の問題は
OECDで議論されるようになるとともに、ア
メリカやドイツの国内でも問題となってい
た。UNEPでも検討が開始され、1985年に有
害廃棄物移動の規制に関する基本的指針とな

るカイロ・ガイドラインを策定し、1987年の
UNEP管理理事会で採択された。これとあわ
せて国際条約を検討する作業部会を立ち上げ
る動きがあり、1988年より作業部会による検
討が開始され、1989年のバーゼル条約採択に
至っている。本書では、条約交渉プロセスを
詳述しており、途上国や環境NGOsが交渉を
主導したこと、リサイクル業界など様々なア
クターが関わったことなどを明らかにしてい
る。またPICの問題点についても記述してい
る。すなわち事前に通告し、同意を得るとい
うPICは、対等な国家間関係を前提としてい
る一方で、実際には先進国と途上国で環境問
題への対応能力が異なっていること、有害廃
棄物と非有害廃棄物との区別が困難であり、
途上国からその限界が交渉過程で指摘される
ようになったことを指摘している。

第３章ではバーゼル条約成立後の展開、特
に1994年開催の第２回締約国会議でのOECD

諸国から非OECD諸国への有害廃棄物の移動
を全面禁止する、いわゆる「禁止」決定に至
るプロセスを取り上げている。バーゼル条約
の採択後、途上国などから有害廃棄物の移動
の全面禁止を訴える動きが出てきた。本書で
は、アフリカ、OECD、欧州共同体（EC）、
アメリカ、ドイツでの議論をとりあげ、例え
ば、アフリカ統一機構（OAU）が1988年に
有害廃棄物のアフリカへの持ち込み禁止を決
議し、1991年にバマコ条約を採択したこと、
ECが1992年にEC域外への処分目的の廃棄物
輸出を禁止するといった動向などに言及し
た。1992年の第１回締約国会議に向けて、途
上国や環境NGOから条約の強化、全面禁止
を訴える声が相次いだ一方、アメリカなどか
らは反対の姿勢を崩さないという対立の構図
の中で、UNEP事務局長の調停により、「最
終処分目的」の非OECD諸国向けの有害廃棄
物輸出禁止に限定することで合意が成立した
としている。その後、リサイクル目的の有害
廃棄物輸出禁止を求めてグリーンピースが
キャンペーンを展開し、途上国も呼応するよ
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うになった一方で、リサイクル業界がこうし
た動きに対抗する構図が描かれている。また
EU諸国の中でもデンマークなどが全面禁止
を求めるようになった。1994年の第２回締約
国会議ではアメリカ、カナダ、英国、ドイツ、
オーストラリアなどの国が全面禁止に反対し
ていたが、EU環境相会議で非OECD諸国へ
の全ての有害廃棄物を禁止したことを受け、
英国、ドイツが反対派から脱落し、最終的に
はコンセンサス方式で全面禁止が決まったと
している。

第４章では、前述の「禁止」修正成立以降
の展開、前述のEPRという政策アイディアが
議論されるプロセスをとりあげている。第２
回締約国会議以降、オーストラリアや産業界
などは全面禁止の反対に動いている一方で、
EUでは、北欧諸国が積極的に行動したこと
もあり、1995年に閣僚理事会で前述の「禁止」
決定の条約化をEU共通の立場とした。第３
回締約国会議ではアメリカ、オーストラリア、
カナダ、日本などの「禁止」反対国、ブラジ
ル、韓国、ロシアなどの「禁止」消極派、デ
ンマーク、中国、セネガルなどの「禁止」推
進派といった対立の構図、EUが「禁止」修
正に賛成の立場をとったこと、グリーンピー
スなどの環境NGOsと産業界との対立といっ
た状況のなかで、最終的にコンセンサスによ
り1997年末までにリサイクル目的の有害廃棄
物の輸出を禁止することを含む「禁止」修正
が採択された。「禁止」修正成立後の展開に
ついて、産業界の反発が強まる一方で、バー
ゼル条約の「禁止」修正を目的とした組織で
あるバーゼル・アクション・ネットワーク

（BAN）やグリーンピースはそれらに対抗す
ることになる。第４回締約国会議では廃棄物
のリストを附属書として法的拘束力を持たせ
ることが議題となり、コンセンサス方式で決
議が採択されたとしている。

第４章ではEPRについてもとりあげてい
る。EPRは製造者に製品に関わるすべてのラ
イフサイクルに対する責任などを課すこと

で、環境負荷の低減を目指す戦略であり、も
ともと容器包装廃棄物の問題で導入されてい
た。バーゼル条約でも1999年開催の第５回締
約国会議で「環境上適切な管理」に関するバー
ゼル宣言が合意され、EPRに関連する内容が
盛り込まれた。また本書ではバーゼル条約の
事例における電子廃棄物の越境移動問題との
関わりをとりあげている。アジア諸国、アフ
リカ諸国に輸出されている電子廃棄物の越境
移動の問題は、2000年代に入り、バーゼル条
約でもとりあげられ、2002年の第６回締約国
会議において使用済み携帯電話の「環境上適
切な管理」についての決議、2006年の第８回
締約国会議では「電子廃棄物問題解決に向け
たナイロビ宣言」、2015年の第12回締約国会
議では「電気電子機器廃棄物及び使用済み電
気電子機器の越境移動に関するガイドライ
ン」が採択された。本書ではこうしたプロセ
スの中で、様々なアクターとのパートナー
シップのイニシアティブが形成され、EPRと
いう政策アイディアが具体化されるように
なったことを指摘している。

第５章では、EUの有害廃棄物越境移動規
制についてEPRとの関わりでとりあげてい
る。EUは前述のバーゼル条約締約国会議で
の「禁止」決定を受けて、廃棄物輸送指令の
修正に着手し、1997年に欧州理事会で移動規
制が採択されている。ただその後も欧州にお
いて越境移動の問題が発生しており、2000年
代になると、OECDでも移動規制に関する理
事会決定がなされたことを受け、EUは移動
規制の全面改訂に動き出し、改訂された移動
規制は2006年に理事会で承認されたとしてい
る。

ま た 第 ５ 章 で は 電 気 電 子 廃 棄 物 指 令
（WEEE）指令をとりあげている。WEEE指
令はEPRの政策アイディアを反映し、電気電
子機器の生産者に対して責任を求めること
で、環境汚染の予防をはかる。1998年に欧州
委員会環境総局が草案を発表し、2003年に成
立した。2000年代後半以降、欧州からアフリ
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カ諸国への電子廃棄物の輸出が問題となった
ことを受け、生産者だけではなく、輸出者も
その責任の一翼を担うとする改正WEEE指令
が2021年に成立した。また本書では、WEEE

指令は環境や健康を目的とした規制の導入に
よって域外・国外の製品の非関税障壁になり
うるとアメリカ側から批判されたが、EU側
は標準化によって対応していると指摘してい
る。すなわち、EUは域外諸国との対話を進
めるとともに、民間の標準化機関などを積極
的に活用する方向性を強めていくという。

第６章では、アメリカにおける有害廃棄物
問題とEPRとの関わりについてとりあげてい
る。アメリカは共和党・ブッシュ政権、民主
党・クリントン政権、共和党・G・W・ブッシュ
政権、民主党・オバマ政権においてバーゼル
条約の批准を試みようとしたが、スクラップ
業界をはじめとする産業界の反対により実現
しなかったと指摘している。

本章では電子廃棄物問題を中心にとりあげ
ている。2000年前後からアメリカ国内で問題
となり、IT産業に関連した環境汚染に対して
解決を求める動きも起こってきた。本章では
解決に向けての取り組みの中で、前述した
バーゼル条約、EUのWEEE指令がアメリカ
国内での議論に影響を与えていることを指摘
している。本書ではアメリカにおけるEPRの
議論の変遷に言及した上で、電子廃棄物の規
制をめぐる動向をとりあげている。アメリカ
では州レベルでは立法化が進んでいる一方
で、連邦政府レベルでは州レベルとは状況が
異なり、連邦議会での公聴会が開催されたり
したが、法案化には至っていないとしている。
そして本章では政治的行き詰まりの中で、電
子機器リサイクル事業者に関する自主的な認
証制度といった環境認証に関する連邦政府の
イニシアティブについて言及している。こう
したイニシアティブはEPRに則った手法であ
り、EPAが民間のNGOなどとパートナーシッ
プを形成しているという。

終章では、今までの議論を総括しつつ、実

証研究上の意義と理論研究への示唆、今後の
課題について言及している。実証研究上の意
義としては、バーゼル条約の制度的展開、政
治過程の考察を中心に据え、形成過程、その
後の展開過程を通時的に一貫して解明した
点、環境と貿易に関する事例研究としても意
味を持つこと、政策アイディアの視角を採用
することで各国の対応の差異を引き起こした
背景を明らかにしたことについて言及してい
る。理論研究への示唆については、制度間関
係についての政策アイディアに着目すること
で国家の役割認識の変化が国家の行動に影響
する可能性を指摘したこと、「レジームのガ
ヴァナンス化」で示唆を与えること、政策ア
イディアという視角が、国際レベルと国内レ
ベルの政治過程を結びつけて理解するための
１つの鍵を提供しうる点を指摘している。今
後の課題としては、アメリカとドイツの対応
に考察の範囲が限定されている点、有害廃棄
物ガヴァナンスの有効性について十分に検討
できなかったこと、プライべート・ガヴァナ
ンスや非国家アクターについての研究を踏ま
えて、公私の制度間関係を考察するまでに至
らなかったことについて言及している。

３．意義と課題
以上で本書の内容についてとりあげたが、

ここで外在的ではあるが本書の意義や課題に
ついて言及することにしよう。

第一に、著者自身も指摘しているように、
バーゼル条約を事例としてその形成・展開過
程について、アメリカ、ドイツの国内政治過
程も含めて包括的に考察を加えている点であ
る。パットナムの２レベルゲーム７）の議論
にも示されるように、国際政治と国内政治と
の連動は重要な研究課題であるが、本書では
バーゼル条約の形成・展開過程とアメリカ、
ドイツの国内政治過程との連動が明らかなも
のとなっている。バーゼル条約に次第に順応
していくドイツ、バーゼル条約の批准に至ら
ないアメリカといった点が考察されており、
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意義があるものと思われる。
第二に、有害廃棄物の問題をとりあげてい

る点である。地球環境ガバナンスの研究は気
候変動問題に偏重していると指摘される。
2015年に採択されたパリ協定に示される近年
の脱炭素社会をめぐる動向を反映し、気候変
動問題のグローバル・ガバナンスである気候
変動ガバナンスの様々な側面に関する研究が
蓄積されている。地球環境問題は気候変動問
題以外にも生物多様性など様々な問題がある
が、それらの問題も気候変動問題と関連づけ
られて論じられるようになってしまってい
る。こうした状況を踏まえると、本書は有害
廃棄物の事例を一貫性を持って論じており、
近年のプラスチック汚染の問題は論じていな
いものの、電子廃棄物の問題などもとりあげ
ており、地球環境ガバナンスの研究の多様性
に貢献しているといえよう。

第三に、政策アイディアという事例研究の
分析視角を提示するに際して、リアリズム、
リベラリズム、コンストラクティヴィズムと
いった国際政治学の基本理論だけではなく、
近年、地球環境ガバナンスに関して研究が蓄
積されている「制度間関係」についての議論
を詳細に論じている点である。関連する先行
研究に基づいた分析視角の提示という点で説
得力があるだけではなく、詳細に議論を紹介
していることで、地球環境ガバナンスの研究
分野について関心を有する読者のためのレ
ファレンスブックとしての役割を果たしてい
るともいえよう。

次に本書の課題について言及することにし
よう。

第一にグローバル・ガバナンスについてで
ある。冒頭でも述べたようにグローバル・ガ
バナンス概念はグローバルな課題に対して多
様なアクターが多様な方法で協調するプロセ
スに注目する。本書でも言及されているが、
山本吉宣は問題領域、アクター、方法でグロー
バル・ガバナンスを類型化し、全てが複合的
な形態のものを複合的グローバル・ガバナン

スとしている８）。本書では「レジームのガヴァ
ナンス化」や「制度間関係」といった点に言
及し、事例の分析に際してはNGOや企業な
どにも目を配り、グローバル・ガバナンス論
の問題関心を反映させようとしている。ただ
考察の中心はバーゼル条約とドイツ、アメリ
カに置かれている。すなわち、バーゼル条約
も締約国により成り立っていることから、国
家間関係を前提として様々なアクターの活動
に目を向けるという意味において国家中心的
な想定に立った議論を展開している。この意
味においてグローバル・ガバナンスというよ
りも国際レジームの議論なのではないか。本
書でも言及していたが、プライベート・ガバ
ナンス９）、あるいは多中心的なグローバル・
ガバナンス10）といった非国家アクター中心
のグローバル・ガバナンス論とは異なる想定
による議論の展開となっている。

第二に制度についてである。本書では、前
述したように、「制度間関係」に注目し、関
連する先行研究をとりあげていたが、「制度」
とは何かについては必ずしも明確ではなかっ
た。制度概念は国際政治学はもちろんのこと、
歴史的制度論、合理的制度論など様々な学問
分野で議論され、研究の蓄積がある11）。様々
な制度論の知見をとり入れることができたな
らば、本書でとりあげたバーゼル条約とドイ
ツとアメリカの対応の分析についてより豊穣
なものとなりえたのではないか。

第三に本書ではリアリズム、リベラリズム、
コンストラクティヴィズムの国際政治学の基
本理論を議論の出発点としていたが、国際政
治学にはこれら３つ以外にも様々な議論があ
る。例えば、マルクス主義、ポストモダニズ
ム、英国学派、グローバルIRなど多様な議論
が展開している。地球環境ガバナンスの研究
についても英国学派による国際社会概念によ
る分析12）、言説概念に基づいた研究13）など、
リアリズム、リベラリズム、コンストラクティ
ヴィズムの範疇に収まらない多様な研究があ
る。ピーター・ハース（Peter M. Haas）が地
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中海の海洋汚染の事例研究から認識共同体
（epistemic commu nity）14）の概念を提唱した
ように、既存の理論を当てはめるだけではな
く、事例研究から新たな知見を提示し、国際
政治学に一石を投じることができれば、地球
環境ガバナンスの研究の有用性も高まること
になろう。

以上の指摘は外在的なものであり、本書の
価値を現ずるものではない。著者の今後の研
究に期待したい。
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